
(1)　利子所得等の課税状況

支 払 金 額 源泉徴収税額
障害者等非課税・
財形貯蓄非課税分
支 払 金 額

その他の非課税分
支 払 金 額

支　払　金　額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,984,566      1,197,685      79,955         86,824,169     94,888,690     1,197,685      

10,505,993     1,575,899      2,133          93,361,787     103,869,913    1,575,899      

郵 便 貯 金 -              -              -              -              -              -              

銀 行 預 金 186,818,072    28,022,711     5,254,007      20,229,461     212,301,540    28,022,711     

銀行以外の金融機関の預金 100,869,760    15,130,464     1,536,501      85,786,343     188,192,604    15,130,464     

勤 務 先 預 金 13,045,633     1,956,845      25,298         -              13,070,931     1,956,845      

1,404,040      210,606        171,602        90,651         1,666,293      210,606        

1,182,253      177,338        -              3,832          1,186,085      177,338        

321,810,317    48,271,548     7,069,496      286,296,243    615,176,056    48,271,548     

3,274,393      491,159        -              68,242         3,342,635      491,159        

1,782,713      277,061        14             -              1,782,727      277,061        

65,111         11,720         -              -              65,111         11,720         

326,932,534    49,051,488     7,069,510      286,364,485    620,366,529    49,051,488     

調査対象等：平成20年２月から平成21年１月までに利子等の支払者から提出された「利子等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

計

定 期 積 金 の 給 付 補 て ん 金 等

匿名組合契約等に基づく利益の
分 配 、 生 命 保 険 等 の 差 益

小　　　　　計

割 引 債 の 償 還 差 益

３－３ 所得種類別課税状況

公社債投資信託の収益の分配等

合　　　　　計非　課　税　分課　　税　　分

区　　　　　分

公 債

社 債

合 同 運 用 信 託 の 収 益 の 分 配

預 貯 金

名古屋国税局
源泉所得税３

（Ｈ20）



(2)　配当所得の課税状況

非　課　税　分

支払金額 源泉徴収税額 支払金額 支払金額 源泉徴収税額 支払金額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

剰余金の配当、利益の配当、
剰余金の分配、基金利息

567,732,546 111,612,688 127,408,010 129,786,591 9,250,694 824,927,147 120,863,382

20,519 3,003 -             204,938 14,470 225,457 17,473

計 567,753,065 111,615,691 127,408,010 129,991,529 9,265,164 825,152,604 120,880,855

合 計

投資信託（公社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託を除く。）及び特
定受益証券発行信託の収益の分配

区　　　　　分
一　般　課　税　分 特 例 税 率 適 用 分

調査対象等：平成20年２月から平成21年１月までに提出された「配当等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

名古屋国税局
源泉所得税３
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(3)　特定口座内保管上場株式等の譲渡所得等の課税状況

千円 千円

源泉徴収選択口座内保管
上場株式等の譲渡所得等

75,077,216 5,298,332

調査対象等：平成20年２月から平成21年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出された「上場

　　　　　　株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

　　　　　　

区　　　　　　　分
源泉徴収選択口座内

調整所得金額等
源　泉　徴　収　税　額

名古屋国税局
源泉所得税３
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(4)　給与所得及び退職所得の課税状況

支　払　金　額 源泉徴収税額 支　払　金　額 源泉徴収税額 支　払　金　額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

俸 給 ・ 給 料 ・ 賞 与 2,877,400,985 123,376,808 27,444,228,625 966,697,935 30,321,629,610 1,090,074,743

日 雇 労 働 者 の 賃 金 6,158,083 87,858 123,767,995 2,186,110 129,926,078 2,273,968

計 2,883,559,068 123,464,666 27,567,996,620 968,884,045 30,451,555,688 1,092,348,711

325,409,245 4,480,777 493,335,355 17,438,319 818,744,600 21,919,096

-                -                -                0 -                0

調査対象等：

用語の説明：

　　ゆる延納制度とは異なるものである。

退 職 所 得

災害減免法により徴収猶予したもの

１　法定調書とは、所得税法の規定により税務署長に対して、その提出を義務付けられている書類をいい、原則として翌年１月31日までに提出すること

 　 となっている。法定調書の種類は多数にのぼっており、例えば①利子等の支払調書、②配当及び剰余金の分配の支払調書、③報酬、料金、契約金及

    び賞金の支払調書、④給与所得の源泉徴収票、⑤非居住者に支払われる給与、給付及び役務の報酬の支払調書がある。

２　徴収猶予とは、通常の法定納期限に徴収しないで、一定の期間徴収手続を猶予することをいう。したがって、一定の期間、納期限を延長する、いわ

給 与 所 得

区　　　　　分
官 公 庁 そ の 他 合 計

給与等の支払者から平成21年４月30日までに提出された「法定調書合計表（給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収票）」及び平成20年２月から
平成21年１月までに提出された「給与所得、退職所得等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

名古屋国税局
源泉所得税３

（Ｈ20）



(5)　報酬・料金等所得の課税状況

千円 千円

原 稿 料 、 作 曲 料 、 放 送 謝 金 、 講 演
料 等 の 報 酬 又 は 料 金

     31,191,609     4,706,310

弁 護 士 、 税 理 士 等 の 報 酬 又 は 料 金     199,507,153    26,698,419

診 療 報 酬     242,796,065    21,396,923

職 業 野 球 の 選 手 、 騎 手 、 外 交
員 等 の 報 酬 又 は 料 金

    158,189,246     8,500,857

芸 能 等 に つ い て の 出 演 ・ 演 出 等 の
報 酬 又 は 料 金

      8,531,254     1,060,968

バ ー 、 キ ャ バ レ ー の ホ ス テ ス 等
の 報 酬 又 は 料 金

     44,856,579     2,675,059

契 約 金 ・ 賞 金       4,370,354       417,868

　小　　　　　　　　　計　     689,442,260    65,456,404

    381,278,428     4,294,057

    150,460,380       743,916

        148,237         3,140

  1,221,329,305    70,497,518

              -             -

調査対象等：報酬・料金等の支払者から、平成21年４月30日までに提出された「法定調書の合計表（報
　　　　　　酬・料金・契約金及び賞金の支払調書）」及び平成20年２月から平成21年１月までに提出
　　　　　　された「報酬・料金等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

計

法 第 203 条 の ２ 該 当 （ 公 的 年 金 等 ）

源泉徴収税額支　払　金　額

災 害 減 免 法 に よ り 徴 収 猶 予 し た も の

区　　　　　　　　　　分

法 第 174 条 該 当 （ 馬 主 に 支 払 わ れ る 競 馬 の 賞 金 等 ）

法 第 207 条 該 当 （ 生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 ）

法
　
第
2
0
4
条
　
該
当

名古屋国税局
源泉所得税３
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(6)　非居住者等所得の課税状況

課税分
非課税又
は免税分

総　額

千円 千円 千円 千円

公 社 債 ・ 預 貯 金 の 利 子 等 526,407         -           526,407     71,938      

剰余金の配当、利益の配当、剰余金の分配、基金利
息、投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用
投資信託を除く。）及び特定受益証券発行信託の収益
の分配

202,635,459     -           202,635,459 11,834,271  

匿 名 組 合 契 約 に 基 づ く 利 益 の 分 配 35,785          -           35,785      7,157       

給 与 ・ 賞 与 等 11,441,795      7,965,872   19,407,667  2,288,359   

退 職 手 当 等 1,048,770       79,105      1,127,875   209,754     

人 的 役 務 の 報 酬 119,445         3,758       123,203     23,889      

工業所有権その他の技術に関する権利等の使用料
又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価

6,432,010       6,459,262   12,891,272  1,286,402   

著 作 権 の 使 用 料 又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価 2,254,710       2,124,449   4,379,159   450,942     

貸 付 金 の 利 子 1,269,100       1,014,261   2,283,361   253,820     

不動産、採石権の貸付、租鉱権の設定又は航空機、
船 舶 の 貸 付 に よ る 所 得

2,113,555       67,515      2,181,070   422,711     

機 械 等 の 使 用 料 - -           - -

土 地 等 の 譲 渡 に よ る 対 価 1,141,110       -           1,141,110   114,111     

人 的 役 務 提 供 事 業 の 対 価 11,340,910      -           11,340,910  2,268,182   

生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 -               -           -           -           

賞 金 24,270          -           24,270      4,715       

合　　　　　計 240,383,326     17,714,222  258,097,548 19,236,251  

支払金額
源泉徴収税額区　　　　　分

調査対象等：平成20年2月から平成21年1月までに非居住者等の給与等の支払者から提出された「非居住者・外国法人の所
　　　　　　得についての所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

名古屋国税局
源泉所得税３

（Ｈ20）


